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新投資口発行及び投資口売出しに関するお知らせ 

 

 

スターアジア不動産投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、2022 年 8 月 1 日開催の本投資

法人役員会において、新投資口発行及び投資口売出しに関し決議いたしましたので、下記のとおりお知

らせいたします。 

 

記 

 

1．公募による新投資口発行（一般募集） 

(1) 募 集 投 資 口 数  132,300 口 

(2) 払 込 金 額 

（ 発 行 価 額 ） 

 未定 

日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第

25条に規定される方式により、2022年 8月 9日(火)から 2022年

8 月 16 日(火)までの間のいずれかの日（以下「発行価格等決定

日」という。）に開催する本投資法人役員会において決定する｡ 

(3) 払 込 金 額 

（ 発 行 価 額 ） の 総 額 

 未定 

(4) 発 行 価 格 

（ 募 集 価 格 ） 

 未定 

発行価格（募集価格）は、日本証券業協会の定める有価証券の

引受け等に関する規則第 25 条に規定される方式により、発行価

格等決定日の株式会社東京証券取引所における本投資法人の投

資口（以下「本投資口」という。）の普通取引の終値（当日に終

値のない場合には、その日に先立つ直近日の終値）に 0.90～

1.00を乗じた価格(1円未満端数切捨て)を仮条件として、需要状

況等を勘案したうえで、発行価格等決定日に決定する。 

(5) 発 行 価 格  未定 
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（ 募 集 価 格 ） の 総 額 

(6) 募 集 方 法  一般募集とし、野村證券株式会社、みずほ証券株式会社及びＳ

ＭＢＣ日興証券株式会社を共同主幹事会社とする引受会社（以

下「引受人」と総称する。）に全投資口を買取引受けさせる。な

お、上記募集投資口数の一部が、欧州及びアジアを中心とする海外

市場（但し、米国及びカナダを除く。）の海外投資家に対して販売

されることがある。 

(7) 引 受 契 約 の 内 容  引受人は、下記(11)に記載の払込期日に一般募集における払込

金額（発行価額）の総額と同額を本投資法人に払込み、一般募

集における発行価格（募集価格）の総額との差額は、引受人の

手取金となる。本投資法人は、引受人に対して引受手数料を支

払わない。 

(8) 申 込 単 位  1 口以上 1 口単位 

(9) 申 込 期 間  発行価格等決定日の翌営業日とする。 

(10) 申込証拠金の入金期間  発行価格等決定日の翌営業日から発行価格等決定日の 2 営業日

後の日まで。 

(11) 払 込 期 日  2022 年 8 月 16 日(火)から 2022 年 8 月 22 日(月)までの間のいず

れかの日。但し、発行価格等決定日の 4 営業日後の日とする。 

(12) 受 渡 期 日  上記(11)に記載の払込期日の翌営業日とする。 

(13) 払込金額（発行価額）、発行価格（募集価格）、その他この新投資口発行に必要な事項

は、今後開催する本投資法人役員会において決定する。 

(14) 上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

 

2．投資口売出し（オーバーアロットメントによる売出し）（下記＜ご参考＞1．をご参照ください。） 

(1)  売 出 投 資 口 数  14,644 口 

なお、上記売出投資口数は上限を示したものである。一般募

集の需要状況等により減少し、又はオーバーアロットメントに

よる売出しそのものが全く行われない場合がある。売出投資口

数は、一般募集の需要状況等を勘案したうえで、発行価格等決

定日に開催する本投資法人役員会において決定する。 

(2) 売 出 人  野村證券株式会社 

(3) 売 出 価 格  未定 

発行価格等決定日に決定する。なお、売出価格は一般募集にお

ける発行価格（募集価格）と同一とする。 

(4) 売 出 価 額 の 総 額  未定 

(5) 売 出 方 法  一般募集にあたり、その需要状況等を勘案したうえで、一般募

集の事務主幹事会社である野村證券株式会社がライオンパート

ナーズ合同会社（以下「ライオンパートナーズ」といいます。）
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から 14,644 口を上限として借り入れる本投資口の売出しを行

う。 

(6) 申 込 単 位  1 口以上 1 口単位 

(7) 申 込 期 間  一般募集における申込期間と同一とする。 

(8) 申込証拠金の入金期間  一般募集における申込証拠金の入金期間と同一とする。 

(9) 受 渡 期 日  一般募集における受渡期日と同一とする。 

(10) 売出価格、その他この投資口の売出しに必要な事項は、今後開催する本投資法人役員会に

おいて決定する。 

(11) 上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 
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＜ご参考＞ 

1．オーバーアロットメントによる売出し等について 

 オーバーアロットメントによる売出しは、一般募集にあたり、その需要状況等を勘案したうえ

で、一般募集の事務主幹事会社である野村證券株式会社がライオンパートナーズから 14,644 口を上

限として借り入れる本投資口の売出しです。オーバーアロットメントによる売出しの売出投資口数

は、14,644口を予定していますが、当該売出投資口数は上限の売出投資口数であり、需要状況等によ

り減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行われない場合があります。 

 なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われる場合、野村證券株式会社は、一般募集の対

象となる本投資口とは別に、オーバーアロットメントによる売出しに係る口数を上限として、追加的

に本投資法人の投資口を取得する権利（以下「グリーンシューオプション」といいます。）を、一般

募集及びオーバーアロットメントによる売出しの受渡期日から 2022 年 9 月 9 日(金)までの間を行使

期間としてライオンパートナーズから付与されます。 

 また、野村證券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間の翌日

から 2022 年 9 月 7 日(水)までの間（以下「シンジケートカバー取引期間」といいます。）、ライオン

パートナーズから借り入れた本投資口（以下「借入投資口」といいます。）の返還を目的として、株

式会社東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに係る口数を上限とする本投資

口の買付け（以下「シンジケートカバー取引」といいます。）を行う場合があります。野村證券株式

会社がシンジケートカバー取引により取得した全ての本投資口は、借入投資口の返還に充当されます。

なお、シンジケートカバー取引期間内において、野村證券株式会社の判断でシンジケートカバー取引

を全く行わず、又はオーバーアロットメントによる売出しに係る口数に至らない口数でシンジケート

カバー取引を終了させる場合があります。 

 さらに、野村證券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しに伴って安定操

作取引を行うことがあり、かかる安定操作取引により取得した本投資口の全部又は一部を借入投資

口の返還に充当することがあります。 

 上記のとおりシンジケートカバー取引及び安定操作取引により取得して返還に充当後の残余の借入

投資口は、野村證券株式会社がグリーンシューオプションを行使することにより返還されます。 

上記記載の取引に関して、野村證券株式会社は、みずほ証券株式会社及びＳＭＢＣ日興証券株式会

社と協議のうえ、これを行います。 

 

2．今回の新投資口発行による発行済投資口の総口数の推移 

現在の発行済投資口の総口数 1,789,389 口  

公募による新投資口発行に伴う増加投資口数 132,300 口  

公募による新投資口発行後の発行済投資口の総口数 1,921,689 口  
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3．発行の目的及び理由 

 本投資法人は投資主利益の最大化を目指し、ポートフォリオ収益の「安定性」と「成長性」を確保

するため、運用資産の規模拡大を図っております。今般、本投資法人は、資産規模の拡大及びポート

フォリオ収益の安定性の強化を目的として、下記 4.(2)記載の取得予定資産を取得するため、市場動

向、財務の健全性及び 1 口当たりの分配金水準にも留意しつつ検討を行った結果、新投資口を発行し

資金調達を行うことといたしました。 

 

4．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

(1) 調達する資金の額（差引手取概算額） 

 7,655,407,200 円 

（注）上記金額は、2022 年 6月 30 日（木）現在の株式会社東京証券取引所における本投資口の普通取引の

終値を基準として算出した見込額です。 

 

(2) 調達する資金の具体的な使途及び支出予定時期 

 一般募集における手取金については、本日付公表の「国内不動産信託受益権の取得及び貸借に

関するお知らせ」に記載の取得予定資産の取得資金の一部に充当します。残余があれば手元資金

とし、将来の特定資産の取得資金の一部に充当します。 

 

5．配分先の指定 

 該当事項はありません。 

 

6．今後の見通し 

 本日付で公表の「2023 年 1 月期の運用状況の予想の修正並びに 2023 年 7 月期の運用状況及び分配

金の予想に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

7．最近 3 営業期間の運用状況及びエクイティ・ファイナンスの状況等 

 （1）最近 3 営業期間の運用状況（注 1） 

 2021年1月期 2021年7月期 2022年1月期 

1 口当たり当期純利益（注 2） 7,048 円 1,437 円 1,414 円 

1 口当たり分配金（注 3） 1,676 円 1,462 円 1,478 円 

（うち 1 口当たり利益分配金） (1,676 円) (1,462 円) (1,478 円) 

（うち 1 口当たり利益超過分配

金） 

(－) (－) (－) 

実績配当性向（注 3）、（注 4） 23.8％ 101.7％ 105.1％ 

1 口当たり純資産 53,512 円 53,260 円 53,511 円 

（注 1）本日現在 2022 年 7 月期の決算は完了していないため、本「（1）最近 3 営業期間の運用状況」において

は、2021 年 1 月期、2021 年 7月期及び 2022年 1 月期の運用状況を記載しております。 

（注 2）1 口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算定しています。 

（注 3）2021 年 1 月期は、一時差異等調整積立金の積み立て等を行っております。2021 年 7 月期及び 2022 年 1 月期

は、一時差異等調整積立金の取崩し等を行っております。 

（注 4）2021年 1月期及び 2021年 7月期の実績配当性向については、以下の算定式より算出しています（小数第 2位を

四捨五入して記載しています。）。 
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1口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）÷1口当たり当期純利益×100 

2022 年 1 月期の実績配当性向については、期中に新投資口の発行を行ったことにより、期中の投資口数に変動

が生じているため、以下の算定式により算出しています（小数第 2位を四捨五入して記載しています。）。 

分配金総額（利益超過分配金は含まない）÷当期純利益×100 

 

(2) 最近の投資口価格の状況 

① 最近 3 営業期間の状況 

 2021年 7月期 2022年 1月期 2022年 7月期 

始 値 47,950 円 60,500 円 61,300 円 

高 値 67,400 円 66,400 円 63,400 円 

安 値 47,300 円 55,100 円 55,900 円 

終 値 60,400 円 60,300 円 59,500 円 

 

② 最近 6 ヶ月間の状況 

 2022 年 

2 月 

 

3 月 

 

4 月 

 

5 月 

 

6 月 

 

7 月 

始 値 61,300 円 58,500 円 61,600 円 58,500 円 60,900 円 61,800 円 

高 値 63,300 円 62,700 円 63,400 円 61,200 円 62,400 円 61,800 円 

安 値 55,900 円 57,200 円 58,800 円 57,500 円 58,500 円 57,900 円 

終 値 57,900 円 62,100 円 59,400 円 60,800 円 61,400 円 59,500 円 

 

③ 発行決議日の前営業日における投資口価格 

 2022 年 7 月 29 日 

始 値 58,100 円 

高 値 59,500 円 

安 値 58,100 円 

終 値 59,500 円 

  



 

 

ご注意：本報道発表文は、いかなる証券についての投資募集行為の一部をなすものでもありません。本報道

発表文は、本投資法人の新投資口発行及び投資口売出しに関して一般に公表するための文書であ

り、日本国内外を問わず投資勧誘等を目的として作成されたものではありません。投資を行う際

は、必ず本投資法人が作成する新投資口発行及び投資口売出届出目論見書並びにその訂正事項分（作

成された場合）をご覧頂いたうえで、投資家ご自身の責任と判断でなさるようお願いいたします。 

    また、本報道発表文は、米国における証券の販売の勧誘ではありません。米国においては、1933 年

米国証券法に基づいて証券の登録を行うか又は登録義務からの適用除外を受ける場合を除き、証券の

募集又は販売を行うことはできません。なお、本件においては米国における証券の募集は行われませ

ん。 
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(3) 過去3営業期間のエクイティ･ファイナンスの状況 

・公募増資 

発 行 期 日 2021年 8月 17日 

調 達 資 金 の 額 6,369,735,000円 

払 込 金 額 （ 発 行 価 額 ） 55,389円 

募集時における発行済投資口の総口数 1,674,389口 

当該募集による発行投資口数 115,000口 

募集後における発行済投資口の総口数 1,789,389口 

発行時における当初の資金使途 取得予定資産の取得資金の一部に充当 

発行時における支出予定時期 2021年 8月以降 

現 時 点 に お け る 充 当 状 況 上記支出予定時期に全額を充当済み 

 

8．ロックアップについて 

  一般募集に関連して、本投資法人は、共同主幹事会社に対し、発行価格等決定日に始まり、一般募

集の受渡期日から起算して 90 日目の日に終了する期間中、共同主幹事会社の事前の書面による同意な

しには、本投資口の発行等（但し、一般募集及び投資口の分割に伴う新投資口発行等を除きます。）を

行わない旨を合意しています。 

  共同主幹事会社は、上記の期間中であってもその裁量で、当該合意の内容を一部又は全部につき解

除できる権限を有しています。  

 

以 上 

 

 

＜ご参考＞ 

本日付で公表した他のプレスリリース等 

・国内不動産信託受益権の取得及び貸借に関するお知らせ 

・2023年 1月期の運用状況の予想の修正並びに 2023年 7月期の運用状況及び分配金の予想に関するお知らせ 

・資金の借入れに関するお知らせ（グリーンローン） 

・資産運用会社における運用ガイドラインの一部変更に関するお知らせ 

・CASBEE不動産評価認証の取得に関するお知らせ 

・運用資産の名称変更に関するお知らせ 

・補足説明資料 第 5回公募増資及び取得予定資産の概要 

・補足説明資料 2023年 1月期の運用状況の予想の修正並びに 2023年 7月期の運用状況及び分配金の予想

に関するお知らせ 

 

＊本投資法人のホームページアドレス：http://starasia-reit.com 

 

 

http://starasia-reit.com/

